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Bridge Report  翻訳センター（２４８３） 
 

 

－ 株式情報 －   

株価 発行済株式数 時価総額 ROE（実） 売買単位   

2,975円 3,368,806株 10,022百万円 15.2% 100株   

DPS（予） 配当利回り（予） EPS（予） PER（予） BPS（実） PBR（実）   

35.00円 1.2% 178.10円 16.7倍 1,169.33円 2.5倍   

*株価は 7/13終値。発行済株式数は直近期決算短信の発行済株式数から自己株式を控除。ROE、BPSは前期実績。 

 

－ 連結業績推移 －             （単位：百万円、円） 

決算期 売上高 営業利益 経常利益 当期利益 EPS DPS 

2010年 3月(実) 4,239 236 239 105 40.32 20.00 

2011年 3月(実) 4,756 279 270 139 44.46 20.00 

2012年 3月(実) 5,536 440 439 227 67.61 22.50 

2013年 3月(実) 7,267 422 422 220 65.35 22.50 

2014年 3月(実) 8,772 364 359 179 53.13 22.50 

2015年 3月(実) 9,191 504 502 283 84.00 24.00 

2016年 3月(実) 9,178 534 534 430 127.74 26.50 

2017年 3月(実) 10,218 697 699 444 131.89 27.50 

2018年 3月(実) 10,618 802 812 566 168.21 29.00 

2019年 3月(予) 12,000 900 900 600 178.10 35.00 

*予想は会社予想。2013年 4月 1日付で 1:100の株式分割を実施。2018年 4月 1日付で 1：2の株式分割を実施。 

EPS、DPSは遡及して調整。 

*当期純利益は親会社株主に帰属する当期純利益。以下同様。 

 

翻訳センターの 2018年 3月期決算概要、二宮新社長へのインタビュー等をご紹介致します。 
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1．会社概要 

翻訳業界の国内最大手で初の上場企業。医薬、工業・ローカライゼーション、特許、金融・法務分野において、産業

翻訳と呼ばれる技術文書やビジネス文書の翻訳を行う。語学力、専門性、文章力に優れた約 4,200名の登録翻訳者

を有する。高い品質と専門性、対応言語約 80 言語という幅広さが特徴。通訳も含めた言語サービスにおける事業領

域の拡大を図る。機械翻訳を利用した新たなビジネスモデルの構築にも着手。 

 

【1-1 沿革】 

江戸時代から薬の町として有名な大阪・道修町（どしょうまち）で、医薬専門の翻訳サービスを提供するために設立さ

れた(株)メディカル翻訳センターが前身。その後、特許などへ翻訳業務の範囲を広げる過程で東京、大阪、名古屋に

設立した数社を整理・統合して 1997年 8月に(株)翻訳センターとなる。2006年株式上場後、海外へも進出。 

 

1986年 4月 株式会社メディカル翻訳センターを設立（大阪・道修町）、医薬専門の翻訳サービスを開始 

1997年 8月 現・株式会社翻訳センターとして、大阪・東京・名古屋の三都市において、医薬、工業、特許分野の

翻訳サービスを開始 

1998年 4月 金融・法務分野の翻訳サービスを開始 

2003年 6月 メディカルライティング業務を開始 

2004年 4月 一般労働者派遣事業を開始 

2006年 4月 大阪証券取引所ヘラクレス上場 （現・東京証券取引所ジャスダック） 

2006年 11月 アメリカに HC Language Solutions, Inc.を設立 

2010年 12月 株式会社外国出願支援サービスを設立（特許出願支援サービス） 

2012年 9月 通訳、派遣事業を展開する株式会社アイ・エス・エスを子会社化 

2014年 10月 株式会社パナシアを設立（メディカルライティング） 

2015年 4月 株式会社キューアンドエーとの合弁にてランゲージワン株式会社を設立（多言語コンタクトセンター） 

2017年 10月 株式会社みらい翻訳に資本参加 

2017年 11月 株式会社メディア総合研究所を子会社化 

2018年 2月 東京本社設置（大阪本社との二本社制） 

・18/3 期の売上高は前期比 3.9％増の 106 億 18 百万円。主力の翻訳事業が医薬、工業・ローカライゼーション分野

中心に好調。派遣事業、通訳事業も 2 桁増収だった。相対的に収益性の高い翻訳事業の利益率がさらに改善したこ

とに加え、構成比も上昇したため全体の粗利率は 1.4ポイント上昇。営業利益は同 15.0％増の 8億 2百万円。人件費

中心に販管費も増加したが、増収効果で吸収した。売上、利益ともに予想を上回り、過去最高を更新した。 

 

・19/3 期の売上高は前期比 13.0％増の 120 億円を計画。全セグメントで増収の予想。子会社（株）メディア総研

がフル寄与する。主力の翻訳事業が 2桁増収で粗利率も上昇。営業利益は 12.2％増の 9 億円の予想。（株）メ

ディア総研のコストも加わり販管費は同 25.3％増加するが吸収する。売上高、営業利益ともに 3 期連続して過

去最高を更新。配当は前期比 6 円／株増配の 35.00 円／株の予定で、5 年連続の増配。予想配当性向は

19.6％。 

 

・第三次中期経営計画の数値目標はほぼ達成し、さらなる高みを目指して「機械翻訳の活用」を主軸とした第四次中

期経営計画がスタートした。足元の事業環境が良好な中で、翻訳業界の大変動期を見据えてあえてビジネスモデル

の転換に取り組むことが出来るのも業界最大手の同社ならではの地力によるものといえるだろう。まだスタートした

ばかりで不透明な要因も多くあり、明確な実績が今期、来期で見え始めることは難しいだろうが、進捗状況について

は短期、中長期両方の視点からウォッチしていきたい。 

http://www.bridge-salon.jp/
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【1-2社長プロフィール】 

二宮 俊一郎社長は 1969年 7月 21日生まれ。 

1997 年 4 月同社入社、2004 年 6 月取締役就任。2018 年 6 月代表取締社長役に就任。機械翻訳の進化で大きく変

動する翻訳業界においてビジネスモデルの転換でさらなる成長を目指す同社を牽引する。  

 

【1-3企業理念・経営方針】 

＜企業理念＞ 

産業技術翻訳を通して、国内･外資企業の国際活動をサポートし、国際的な経済･文化交流に貢献する企業を目指す。 

 

＜経営ビジョン＞ 

「すべての企業を世界につなぐ言葉のコンシェルジュ」 

 

【1-4 市場環境】 

翻訳ビジネスは大きく分けて、「産業翻訳」、「出版翻訳」、「映像翻訳」があるが、同社の中心的な事業は、企業や官

公庁で発生する技術文書、ビジネス文書の翻訳のことを指す「産業翻訳」と言われる分野。 

日常生活においては出版翻訳や映像翻訳を目にすることが多いが、約 2,795 億円といわれる日本の翻訳市場にお

いて、産業翻訳が占める割合は 90％と圧倒的な大半を占めている。 

一般社団法人日本翻訳連盟によると、国内には約 2,000社の翻訳会社・事業者があるが、売上高 76億円（翻訳セグ

メント、2018年3月期）の同社の以下は、10位で売上高数億円程度と、小規模事業者が大多数の業界となっている。 

 

日本企業の活動のグローバル化が進むにつれて、翻訳ニーズは益々拡大するものと予想されている。 

 高速鉄道、プラント設備・装置技術、水道など日本企業による現地インフラ事業の受注拡大 

 新興国市場における日本の自動車産業の拡大 

 震災、洪水などの教訓からリスク分散に伴う生産拠点の多極化 

 企業経営者の多国籍化 

 所謂「クールジャパン」戦略に基づいた、コンテンツ、製品・サービスの輸出拡大や、来日誘致策の積極化 

 

海外に目を向けてみると、アメリカの調査会社コモンセンスアドバイザリー社発表による 2018 年の世界の語学サー

ビス会社の売上高ランキングにおいて、同社はアジア太平洋地域では 2位にランクインされた。 

同社レポートによると、世界の翻訳市場は日本市場の 10 倍以上にあたる巨大市場が形成されている。当然競争も

激しい事は予想されるが、同社は事業拡大のため、新規領域への取組も開始しており、世界トップ10入りを目指して

いる。 

 

順位 会社名 所在国 

1 TransPerfect US 

2 Lionbridge US 

3 LanguageLine Solutions US 

4 RWS Holdings plc UK 

5 translate plus ,a Prodigious company UK 

6 SDL UK 

7 Hogarth Worldwide Limited UK 

8 Welocalize US 

9 Amplexor International LU 

10 Keywords Studios IE 

11 STAR Group CH 

http://www.bridge-salon.jp/
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12 CyraCom International, Inc. US 

13 Appen Ltd. ＡＵ 

14 Semantix SE 

15 thebigword Group Ltd. UK 

16 Honyaku Center Inc. JP 

*色付きセ.ルは上場企業 

出典： Common Sense Advisory, Inc ” The Top 100 Language Service Providers in 2018” 

 

【1-5事業内容】 

（１）概要 

医薬、工業・ローカライゼーション、特許、金融・法務など、専門性の高い事業分野における産業翻訳を行っている。 

産業翻訳の具体例としては、以下の様なものが挙げられる。 

✓ デジタル機器等における複数言語で書かれている取扱説明書 

✓ 海外生産工場での機械の仕様書や現地従業員向けの作業マニュアル 

✓ 現地会社で使う規程などの人事労務資料 

✓ 日本国あるいは外国へ特許出願する際の特許明細書 

✓ 日本国あるいは外国で医薬品の承認申請を取得するための資料 

✓ 決算短信、株主総会招集通知などのディスクロージャー関連資料 

✓ 企業間で発生する契約書などの法務資料 

 

現在の顧客数は約 4,600社。9割が法人顧客。 

売上ベースで対応言語の 80％が英語で、中国語 5％、西・韓・独が数％と続くが、近年、東南アジア言語の翻訳依頼

が増えている。 

現在、約 80言語に対応している。 

 

（２）ビジネスモデル 

翻訳作業は、同社に登録している約4,200名（2018年3月期）の翻訳者が行う。質の高い翻訳者をどれだけ確保でき

るかが事業拡大の上で大きなポイントとなる。 

そのために、登録の際トライアルを実施し、語学力のみでなく、技術知識など専門性や文章力、スピードも評価して

一定以上の能力を有した翻訳者のみと契約している。合格率は約 14％ということだが、一次審査として書類審査も

行っていることから、実際の合格率はもっと低く、狭き門となっている。 

登録翻訳者の確保が重要な経営課題と認識しているが、実際のところは、翻訳者の数がボトルネックになった事は

なく、安定的に仕事を発注できる同社の事業規模の大きさもあり、登録者数は順調に拡大している。 

同社の売上原価のほぼ大半が登録翻訳者への支払報酬で、原則的に「対応言語 １ワードあるいは１文字」当たり

の従量制となっている。 

業務フローを示したのが以下の図だが、同社が安定的に利益を生み出すためには以下の 2点が最も重要であり、そ

のために様々なシステムを導入している。 

http://www.bridge-salon.jp/
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（同社資料より） 

①翻訳者の選定 

品質確保のためには、顧客から依頼された原稿の内容に適した翻訳者を言語、専門性、スピード、発注単価などを

加味して選定しなければならない。 

この選定でミスをすると、納品までの後工程に支障をきたし、収益低下につながる。 

 

同社では基幹業務統合システムを使用し、常に適切な翻訳者選定が出来るような体制を構築している。案件の受注

から納品、回収までを一括管理する同社カスタマイズの基幹業務システムで、販売管理だけでなく、登録者に関する

専門分野、過去の実績、スケジュールなど、詳細なデータが蓄積されている。 

コーディネータと呼ばれる社内の担当者が、このシステムに蓄積された登録者の専門分野、過去の実績、スケジュ

ールなどのデータを用いて適切な翻訳者を選定する。これによりコーディネータの属人的な経験などに頼らずに適切

な翻訳者の選定を行う事が出来る。なお、2015年 7月に基幹業務統合システムを改修している。 

 

②翻訳のスピードアップ及び品質チェック 

顧客に納品する前に必要な校正作業は社内の校正スタッフ、ネイティブスタッフなど、専門スタッフが行っている。ま

た、翻訳作業をより確実かつスピーディーに行えるよう、各種翻訳支援ツールを使用している。 

 

翻訳支援ツールとは？ 

 （同社資料より） 

 

従来の翻訳では、大量の原稿の重複箇所の表現統一を手作業で処理しており、業務の精度を高めるためには、多く

の人手を投入するなど、効率的ではなかった。 

この問題を解決するために、同社は各種翻訳支援ツールを活用している。これは、重複箇所の表現統一を機械的に

処理するもので、ツール導入により翻訳作業に関わる人手を減らし、より速く正確に行うことが可能となった。 

 

http://www.bridge-salon.jp/
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③今後の方向性 

機械翻訳の精度が急速に向上する中、従来の翻訳アウトソーシングにとどまらず、ソリューションビジネスへの転換

を進めて行く。 

詳細は、「4.今後の戦略 ～第四次中期経営計画～」および「5．二宮社長に聞く」を参照。 

 

（３）事業セグメント 

翻訳事業が売上の大半を占めるが、「すべての企業を世界につなぐ言葉のコンシェルジュ」として、翻訳者派遣、通

訳、語学教育、コンベンションなど幅広いフィールドで事業を展開している。 

 

 
 

「翻訳事業」 

売上高 7,593百万円 

セグメント利益 700百万円 

（2018年 3月期実績） 

 

翻訳の対象により、医薬分野、工業・ローカライゼーション分野、特許分野、金融・法務分野で構成されている。 

 

 

http://www.bridge-salon.jp/
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➀医薬分野 

主に、製薬会社を顧客とした新薬等医薬品開発段階での試験実施計画書、試験報告書、医薬品の市販後の副作用

症例報告、学術論文、および、医薬品・医療機器類の導入や導出に伴う厚生労働省、米国ＦＤＡ（食品医薬品局）な

どへの申請関連資料などの翻訳を行う。また、医療機器メーカーを顧客としたマニュアルの翻訳や化学品、農薬関

連の翻訳も行っている。 

 

➁工業・ローカライゼーション分野 

主に、自動車、電気機器、機械、半導体、情報通信関連の輸出・輸入メーカーを顧客とした、技術仕様書、規格書、

取扱説明書、品質管理関連資料の翻訳、メディアコンテンツ類の翻訳も行っている。 

 

➂特許分野 

主に、特許事務所および各種メーカーの知的財産関連部署を顧客とした、電気、電子、機械、自動車、半導体、情報

通信、化学、医薬、バイオ分野における、外国出願ならびに日本出願などに伴う特許出願明細書や特許公報の翻訳

を行っている。 

 

➃金融・法務分野 

主に、銀行、証券会社、保険会社など金融機関、法律事務所を顧客とした、市場分析レポート、企業業績・財務分析

関連資料、運用報告関連資料、人事関連資料、マーケティング関連資料、契約書、定款・約款などの翻訳、また、企

業の管理系部署などを顧客とした、株主総会招集通知やアニュアルレポート、有価証券報告書などのディスクロージ

ャー関連資料の翻訳、会社案内、法律関連文書、人事規程などの翻訳も行っている。 

 

「派遣事業」 

売上高 1,127百万円 

セグメント利益 70百万円 

（2018年 3月期実績） 

 

（株）アイ・エス・エスにおいて、顧客企業が機密保持上、社外に持ち出せない文書類などの翻訳業務を行う翻訳者

派遣、ならびに、会議、商談、工場見学などの通訳業務を行う通訳者の派遣を行っている。 

 

「通訳事業」 

売上高 933百万円 

セグメント利益 44百万円 

（2018年 3月期実績） 

 

（株）アイ・エス・エスにおいて、大規模国際会議や企業内会議、商談、工場見学などの際の通訳を請負っている。 

 

「語学教育事業」 

売上高 197百万円 

セグメント利益 -8百万円 

（2018年 3月期実績） 

 

(株)アイ・エス・エス・インスティテュートにおいて、通訳者・翻訳者養成のための語学教育を提供している。 

 

「コンベンション事業」 

売上高 496百万円 

セグメント利益 -10百万円 

（2018年 3月期実績） 

 

http://www.bridge-salon.jp/
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（株）アイ・エス・エスにおいて、国際会議・国内会議（学会・研究会）やセミナー・シンポジウム、各種展示会の企画・

運営を行っている。大型案件の受注により知名度、ブランド力が向上。実績を重視する官公庁においては上場企業

として財務基盤が強固である点も含め上位の評価を受けている。 

 

「その他」 

売上高 269百万円 

セグメント利益 10百万円 

（2018年 3月期実績） 

 

（株）外国出願支援サービスにおいて外国出願用の特許明細書の作成業務や（株）メディア総合研究所において IT

システムの構築・導入・運用支援業務などを提供している。 

【特徴と強み】 

翻訳業界最大手で初の上場企業である同社は、以下の様な強みや特徴を有している。 

 

◎専門性 

医薬、工業・ローカライゼーション、特許、金融・法務の 4分野において高い専門性を有している。 

本業である翻訳に加えて、外国特許出願に際しての出願書類の作成やメディカルライティング（新薬申請資料の作

成）を手掛けるなど、その業界に関する高い専門性と翻訳に付随した付加価値サービスを展開している。 

近年様々な翻訳支援ツールや機械翻訳サービスが提供されるようになってきているが、同社でも専門性を維持しつ

つファイル管理や用語統一などを効率化する有効なツールとして積極的に導入を進めている。 

 

◎総合力 

2006年4月の株式上場時は翻訳事業のみの事業形態であったが、2012年9月に通訳業界で大きな実績をもつ（株）

アイ・エス・エスを買収し、事業を拡大した。「すべての企業を世界につなぐ言葉のコンシェルジュ」という経営ビジョン

のもと、コア事業である翻訳だけにとどまらず、通訳、人材サービス、コンベンション（国際会議企画・運営）、通訳者・

翻訳者育成事業など、外国語ビジネスの総合サプライヤーとして体制を構築している。また、対応言語数が約 80 言

語という幅広さ、前述の外国特許出願時におけるワンストップ・サービスなど、守備範囲の広さが大きな競争優位性

に繋がっている。 

 

【ROE分析】 

 2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 

ROE(%) 7.0  10.4 14.4 13.4 15.2 

 売上高当期純利益率（％） 2.04 3.08 4.69 4.35 5.34 

 総資産回転率（回） 2.22 2.15 2.00 2.09 1.96 

 レバレッジ（倍） 1.56 1.59 1.54 1.48 1.46 

 

今期を初年度とする第四次中期経営計画において、2021年 3月期「ROE15％以上」を目標として掲げている。 

2018年 3月期の ROEは 17年 3月期に比べ上昇した。関係会社清算益 14百万円を特別利益に計上したこともある

が、売上高経常利益率も前期に比べ 0.8 ポイント改善しており、上記目標実現に向けた収益性向上の基盤作りは進

んでいるようだ。 
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２．2018年 3月期決算概要  

（１）連結業績                                                         (単位：百万円) 

 17/3期 構成比 18/3期 構成比 前期比 期初予想比 修正予想比 

売上高 10,218 100.0% 10,618 100.0% +3.9% +3.1% +0.2% 

売上総利益 4,191 41.0% 4,506 42.4% +7.5% +2.9% -1.3% 

販管費 3,494 34.2% 3,704 34.9% +6.0% +2.0% -2.1% 

営業利益 697 6.8% 802 7.6% +15.0% +6.9% +2.8% 

経常利益 699 6.8% 812 7.6% +16.1% +8.3% +4.1% 

当期純利益 444 4.3% 566 5.3% +27.5% +9.0% +6.9% 

 

増収増益。売上、利益ともに予想を上回り、過去最高を更新。 

売上高は前期比 3.9％増の 106億 18百万円。主力の翻訳事業が医薬、工業・ローカライゼーション分野を中心に好

調。派遣事業、通訳事業も 2 桁増収だった。相対的に収益性の高い翻訳事業の利益率がさらに改善したことに加え、

売上高構成比も上昇したため全体の粗利率は 1.4ポイント上昇。 

営業利益は同 15.0％増の 8億 2百万円。人件費中心に販管費も増加したが、増収効果で吸収した。 

売上、利益ともに予想を上回り、過去最高を更新した。 

 

（２）セグメント別動向 

◎セグメント別売上高と利益   

 17/3期    構成比 18/3期    構成比 前期比 期初予想比 修正予想比 

翻訳事業 7,035 68.9% 7,593 71.5% +7.9% +1.1% -0.8% 

 医薬 2,445 23.9% 2,744 25.8% +12.2% +3.2% -2.9% 

 工業・ﾛｰｶﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ 2,020 19.8% 2,239 21.1% +10.8% +4.5% +2.2% 

 特許 1,824 17.9% 1,880 17.7% +3.0% -2.1% -1.8% 

 金融・法務 745 7.3% 729 6.9% -2.1% -7.7% +0.6% 

派遣事業 900 8.8% 1,127 10.6% +25.2% +12.7% +1.1% 

通訳事業 783 7.7% 933 8.8% +19.2% +8.5% +1.4% 

語学教育事業 210 2.1% 197 1.9% -6.0% -13.6% +3.7% 

コンベンション事業 1,107 10.8% 496 4.7% -55.1% -0.8% +18.1% 

その他 180 1.8% 269 2.5% +49.0% +34.5% -10.3% 

売上高合計 10,218 100.0% 10,618 100.0% +3.9% +3.1% +0.2% 

翻訳事業 516 7.3% 700 9.2% +35.6% - - 

派遣事業 48 5.3% 70 6.3% +46.2% - - 

通訳事業 26 3.4% 44 4.8% +65.8% - - 

語学教育事業 -9 - -8 - - - - 

コンベンション事業 140 12.6% -10 - - - - 

その他 13 7.5% 10 3.7% -26.6% - - 

調整額 -39 - -5   - - 

営業利益合計 697 6.8% 802 7.6% +15.1% - - 

＊調整額は、セグメント間取引消去とのれん償却額の合計 

＊営業利益の構成比は売上高に対する利益率。 

 

➀翻訳事業 

増収増益 

＜医薬＞ 

国内及び外資製薬会社との安定した取引に加え、CROや医療機器関連企業からの受注が拡大した。 
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＜工業・ローカライゼーション＞ 

自動車関連企業からの受注が好調だったことに加え、17 年 11 月に子会社化した（株）メディア総合研究所が寄与し

た。 

 

＜特許＞ 

特許事務所からの受注が好調に推移した。 

 

＜金融・法務＞ 

企業の管理系部署との取引は拡大しているものの、金融機関からの受注が伸長せず減収となった。 

 

➁派遣事業 

増収増益 

金融関連企業や ITサービス関連企業、医薬品関連企業からの求人が好調に推移した。 

 

➂通訳事業 

増収増益 

大手情報通信関連企業や金融関連企業、IR通訳案件などの受注が好調だった。 

 

➃語学教育事業 

減収減益 

（株）アイ・エス・エス・インスティテュートが運営する通訳者・翻訳者育成講座の集客が前期を下回った。 

 

➄コンベンション事業 

減収減益 

大型国際会議の多かった前期の反動で低調に推移した。 

 

➅その他、 

増収減益 

外国への特許出願に伴う明細書の作成や出願手続きを行う（株）外国出願支援サービスが好調に推移したことに加

え、（株）メディア総合研究所の IT事業の売上が加わった。 

 

（３）財政状態とキャッシュ・フロー 

◎財政状態                                                        （単位：百万円） 

 17年 3月末 18年 3月末  17年 3月末 18年 3月末 

流動資産計 4,632 4,783 流動負債 1,543 1,718 

 現預金 2,700 2,584  仕入債務 704 753 

 売上債権 1,615 1,764  賞与引当金 179 238 

固定資産計 478 957 固定負債  90 83 

 有形固定資産 103 98  退職給付に係る負債 52 59 

 無形固定資産 105 413 負債計 1,633 1,801 

  のれん 29 269 純資産計 3,477 3,939 

投資その他の資産 270 444  株主資本 3,449 3,923 

資産合計 5,111 5,741 負債純資産合計 5,111 5,741 

 

売上債権の増加などで流動資産は前期末比1億51百万円の増加。（株）メディア総合研究所の子会社化による無形

固定資産（のれん）の増加などで固定資産は同 4億 78百万円増加し、資産合計は同 6億 29百万円増加の 57億 41

百万円となった。仕入債務および賞与引当金の増加などで負債合計は同 1億 68百万円増加の 18億 1百万円とな

った。利益剰余金の増加などで純資産は同 4億 61百万円増加の 39億 39百万円となった。 
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この結果自己資本比率は前期末の 68.0％から 68.6％へ 0.6ポイント上昇した。 

 

◎キャッシュ・フロー                                              （単位：百万円） 

 17/3月期 18/3月期   増減 

営業 CF 650 618 -32 

投資 CF -43 -676 -633 

フリーCF 607 -58 -665 

財務 CF -104 -106 -2 

現金及び現金同物残高 2,541 2,374 -167 

 

税金等調整前当期純利益は増加したが、法人税等の支払額も増加し営業ＣＦのプラス幅は縮小した。 

（株）メディア総研の子会社化に伴い投資ＣＦのマイナス幅は拡大し、フリーＣＦはマイナスに転じた。 

財務ＣＦはほぼ変わらず。キャッシュポジションは低下した。 

３．2019年 3月期業績予想 

（１）連結業績                                      (単位：百万円) 

 18/3期 構成比 19/3期（予） 構成比 前期比 

売上高 10,618 100.0% 12,000 100.0% +13.0% 

売上総利益 4,506 42.4% 5,540 46.2% +22.9% 

販管費 3,704 34.9% 4,640 38.7% +25.3% 

営業利益 802 7.6% 900 7.5% +12.2% 

経常利益 812 7.7% 900 7.5% +10.8% 

当期純利益 566 5.3% 600 5.0% +5.8% 

 

増収増益、3期連続で過去最高更新へ 

売上高は前期比13.0％増の120億円を計画。全セグメントで増収の予想。（株）メディア総研がフル寄与する。主力の

翻訳事業が 2桁増収で粗利率も上昇。 

営業利益は 12.2％増の 9億円の予想。（株）メディア総研のコストも加わり販管費は同 25.3％増加するが吸収する。 

売上高、利益ともに 3期連続して過去最高更新へ。 

配当は前期比 6円／株増配の 35.00円／株の予定で、5年連続の増配。予想配当性向は 19.6％。 

 

（２）事業別動向 

◎事業別売上高                                    （単位：百万円） 

 18/3期 構成比 19/3期（予） 構成比 前期比 

翻訳事業 7,593 71.5% 8,660 72.2% +14.1% 

医薬 2,744 25.8% 2,960 24.6% +7.9% 

工業・ﾛｰｶﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ 2,239 21.1% 2,950 24.5% +31.8% 

特許 1,880 17.7% 1,970 16.4% +4.8% 

金融・法務 729 6.9% 780 6.5% +7.0% 

派遣事業 1,127 10.6% 1,160 9.7% +2.9% 

通訳事業 933 8.8% 1,000 8.3% +7.2% 

語学教育事業 197 1.9% 200 1.7% +1.5% 

コンベンション事業 496 4.7% 550 4.6% +10.9% 

その他 269 2.5% 430 3.6% +59.9% 

合計 10,618 100.0% 12,000 100.0% +13.0% 
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①翻訳事業 

AI・ICTなどの最先端技術を積極的に取り込み、翻訳制作の生産性向上、社内業務プロセスの効率化に取り組む。 

また引き続き、医薬、工業・ローカライゼーション、特許、金融・法務の主要 4分野における分野特化戦略を推し進め、専門

性を強化し、シェア拡大を図る。 

＊医薬分野 

主要ターゲットであるメガ・ファーマへの深耕を図り、開発関連文書の受注拡大を推進する。 

 

＊特許分野 

企業の知的財産関連部署の開拓と拡販を図る。 

 

＊工業・ローカライゼーション分野 

自動車、電機・機械、エネルギー、情報通信・ITの4つの専門領域を主軸とし、各種ツールやソフトウェアを積極活用して差

別化を進める。 

 

＊金融・法務分野 

企業の管理関連部署からの受注拡大を図り、顧客企業内におけるシェア向上を図る。 

 

②派遣事業 

企業内での多様な需要を満たす通訳者・翻訳者の確保を最優先に、製薬企業、情報通信関連企業、金融関連企業での業

績拡大を目指す。 

 

③通訳事業 

製薬・金融・情報通信業界における売上拡大に加え、IR 通訳業務のさらなる拡大を目指す。関西圏・中部圏における営業

強化にも取り組む。 

 

④語学教育事業 

首都圏における通訳訓練ニーズの確実な取り込みと翻訳者育成の拡充に加え、受講生のニーズに合わせた講義内容の

充実を図る。法人研修の売上拡大にも取り組む。 

 

⑤コンベンション事業 

官公庁や学会・財団が主催する国際会議や学術会議に積極的に対応するとともに、一般企業のイベントニーズ獲得も目

指す。 

 

⑥その他の事業 

（株）外国出願支援サービスの特長を生かしたサービス展開を推進する。 
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４.今後の戦略 ～第四次中期経営計画～ 

2018年3月期をもって第三次中期経営計画が終了し、新たに 2021年3月期を最終年度とする第四次中期経営計画

を策定・発表した。 

 

（1）第三次中期経営計画のレビュー 

①業績目標 

売上高が未達だったものの、概ね目標を達成することが出来た。 

（単位：百万円） 

 18年 3月期 

中計目標 

18年 3月期 

実績 
増減 達成率 

業績目標 売上高 11,000 10,618 -382 -3.5% 

営業利益 750 802 52 +6.9% 

当期純利益 450 566 116 +25.7% 

経営指標 連結営業利益率 中長期的に 8％以上 7.5% - - 

ROE 10％以上 15.2% - - 

 

②施策 

3つの重点施策についての評価は以下の通り。 

 

「顧客満足度向上のための分野特化戦略のさらなる推進」 

医薬分野を中心として同社の強みである技術専門性を活かし、翻訳工程の受託等、新たなサービスの提供や顧客

の開拓に成功し、翻訳事業の 4分野すべてを成長させることができた。 

 

「ビジネスプロセスの最適化による生産性向上」 

ISMS認証、ISO17100の認証取得によりサービスの信頼性は向上した。 

一方、ICTの活用による業務改善は一部に効果が見られるものの引き続き課題として取り組む必要がある。 

 

 

「ランゲージサービスにおけるグループシナジーの最大化」 

ISS と翻訳センターのクロスセリングなど、営業の相互作用で各事業が拡大した。また、拡大する組織を効率的に運

営することができた。満足のいく成果が上がったと考えている。 

 

（２）第四次中期経営計画について 

企業のグローバル展開が加速し、外国語ビジネスのニーズ拡大が見込まれる中、第三次中期経営計画の成果と課

題を踏まえ、2019年 3月期から 2021年 3月期までの 3 ヵ年における中期経営計画を策定した。 

 

①基本方針と重点施策 

基本方針 日本を代表する言語サービスのコンサルティング企業を目指し、最新のテクノロジーを活用したソリューションビジネスへ

の転換を図り、翻訳事業の高付加価値化を実現する。 

 

重点施策 ソリューション提案力の強化 

 

 専門特化サービスの集合体としての強み・価値の訴求 

 各種ツール・ソフトウェアを活用した翻訳業務の効率化の提案 

言語資産の活用 

 

 中長期的な競争力を支える言語資産の蓄積と運用のための環境整備 

 翻訳作業工程の IT化による品質の安定と生産効率の向上 

経営基盤の整備  業務プロセスの標準化と自動化による生産性の向上 

 環境の変化に対応するための人材育成と組織機構の最適化 
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第四次中計の中心となるのが「機械翻訳の活用」だ。 

専門性の高い産業翻訳においては、「機械翻訳によるアウトプットの洗練度は低く、利用には値しない。」というのが

従来の認識であったが、機械翻訳技術の進歩は目覚ましく、制作工程、顧客の内製化進展など、同社を含めた翻訳

会社にとって大きな変化をもたらすことを見据えた上で、基本方針に掲げているように、ビジネスモデルの転換によ

ってさらなる成長を目指すのが第四次中期経営計画のメインテーマである。 

 

②重点施策の具体的な取り組み 

◎ソリューション提案力の強化：機械翻訳を活用した新たなビジネスモデルの構築 

企業のグローバル展開が加速する環境において、一段と顧客満足度の高いサービスを提供するため、専門特化サ

ービスの集合体としての強み・価値を訴求しながら、各種ツール・ソフトウェアを活用した翻訳業務の効率化を提案す

る。 

 

具体的な取り組みは以下のとおりである。 

 資本参加した（株）みらい翻訳の人工知能（AI)を用いた機械翻訳エンジンを顧客企業に外販。 

 手間及びコスト面から自社のみでは翻訳データを収集することが難しい顧客に対し、人手翻訳により機械翻訳

の成長に必要な翻訳データの蓄積を支援。 

 外販した機械翻訳に翻訳データを学習させることで機械翻訳を最適化(カスタマイズ)し、翻訳精度を向上させ

る。 

 この循環を構築して顧客との関係性を一層強固なものとし、顧客内シェアの拡大を図る。 

 

単に翻訳の成果物だけではなく、機械翻訳のカスタマイズという他社には真似のできない特徴を武器に、翻訳業務

の効率化を提案するコンサルティング企業への転換を目指す。 

詳細は「5.二宮社長に聞く」を参照。 

 

◎言語資産の活用：機械翻訳活用による生産性向上 

翻訳文の品質安定と生産効率の向上を図るため、翻訳支援ツールや機械翻訳を積極的に活用し、言語資産を効果

的に運用する環境を整備する。以前より同社では翻訳工程の一部に翻訳支援ツールを取り入れてきたが、機械翻

訳の精度が著しく向上するに伴い、機械翻訳エンジンの精度が高いとされる分野・文書において翻訳の精度および

制作の作業効率が向上したという。こうした結果を受け、翻訳支援ツールや機械翻訳を積極的に導入し、品質と生産

性の双方を向上させる。 

 

◎経営基盤の整備：社内業務の効率化 

ICTを活用しながら業務プロセスの標準化と自動化を推進し、引き続き社内業務の効率化に取り組む。 

特に、業務プロセスの中でも制作管理を担うコーディネータの社内業務を自動化、効率化するシステムを導入する。

また、ツール、ソフトウェアを効果的に活用するため、人材の育成と組織機構の最適化を図る。 

 

③業績目標 

上記 3つの重点施策を着実に遂行し、更なる成長と収益性の改善を追求する。 

（単位：百万円） 

 第三次中計実績 

（18年 3月期） 

第四次中計目標 

（21年 3月期） 
増減 伸び率 CAGR 

業績目標 売上高 10,618 13,600 2,982 +28.1% +8.6% 

営業利益 802 1,300 498 +62.1% +17.5% 

当期純利益 566 850 284 +50.2% +14.5% 

経営指標 連結営業利益率 7.5% 10% - - - 

ROE 15.2% 15%以上 - - - 
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５．二宮社長に聞く 

2018 年 6 月 27 日に開催された定時株主総会及びその後の取締役会で新しく社長に就任した二宮俊一郎社長に、

翻訳業界の将来と自社の取り組み、投資家へのメッセージなどを伺った。 

 

Q：「第四次中期経営計画では、ビジネスモデルの変革を打ち出しています。まず、翻訳業界の現在と将来をどう見

ていらっしゃるかをお聞かせください。」 

A:「機械翻訳の精度向上により、翻訳作業が効率化する一方でＩＴ投資の必要に迫られるなど、翻訳会社にとっては

大きな変化の時代を迎えることになるだろう。だが、当社にとってはシェア拡大の大きなチャンスだ。」 

 

翻訳業界はこれからかつて経験することの無かった大きな変化の時代を迎えることとなる。 

その引き金となるのが「機械翻訳」だ。 

 

ほんの数年前まで機械翻訳は、業務目的の使用に耐えうる正確性や洗練さからは程遠いものだったが、ニューラル

ネットワーク技術、つまり人工知能（AI）を取り入れたことにより目覚ましい進歩を遂げ、機械翻訳は翻訳工程におけ

る重要なツールとなっている。 

 

翻訳工程への導入効果は大きく、当社の場合でも前述の通り作業効率の向上を把握している。今後、機械翻訳の活 

用が進めば、翻訳会社は従来の作業工程だけでなくビジネスモデルまで変化を迫られるだろう。 

 

こうした変化に対応できない翻訳会社が現れる可能性は高い。これは翻訳業界最大手で数少ない上場企業である

当社にとって、シェアを拡大することのできる大きなチャンスだ。 

人手翻訳という労働集約型産業が機械翻訳というツールによって大きな構造改革を迎え、初めて規模のメリットを享

受できる。つまり当社のような IT投資が可能な翻訳会社が有利となる時代が到来する。 

 

Q：「では、具体的なビジネスの取り組みについてお話しください。」 

A：「AI を使った機械翻訳の外販と、顧客の翻訳データの管理・運用を通じて、単に翻訳の成果物だけではなく、機械

翻訳のカスタマイズという他社には真似のできない特徴を武器に、翻訳業務の効率化を提案するコンサルティング

企業への転換を目指す。」 

 

ご存知のように、当社は 2017年 10月、機械翻訳技術の開発およびサービス提供を行っている（株）みらい翻訳に資

本参加するとともに、翌 11 月には翻訳事業およびシステムソリューション事業を手掛ける（株）メディア総合研究所を

子会社化した。（株）みらい翻訳は極めて高度な機械翻訳技術をベースとしたAI搭載の機械翻訳エンジンを開発して

おり、国内有数の機械翻訳開発会社だ。 

 

ただ、AI を有効に活用するために重要なのは豊富なデータだ。AI はそのアルゴリズムがいくら優れていても大量の

データを使って訓練を積み重ねていかないと単なる箱であり、「賢いエンジン」には成長しない。 

では翻訳の場合、翻訳のデータがどこに集まるかというと当然翻訳会社ということになる。また「ボリューム＝売上規

模」とすれば、ボリュームが最も集まるのは業界最大手の当社となる。 

 

つまり当社は AIを使った機械翻訳において、「優れたエンジン」と「大量の翻訳データ」を有する数少ない企業だ。 

特に日本で一番翻訳データが集まりやすい会社であるという点は強力な参入障壁であり、ここから他社が当社を追

随するのは極めて難しいのではないか。 

このポジションを最大限に活かして従来とは違ったアプローチで事業を展開していく。 

 

まず、（株）みらい翻訳の機械翻訳を顧客に販売する。ただ、単に売り切るというのではなく顧客の業種などに応じて

カスタマイズを加えた「個社専用エンジン」を提供する。 

AI は使っていれば勝手に成長するものではない。ユーザーのニーズに適したエンジンに育てるには大量の翻訳デ
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ータに加え、エンジン自体のカスタマイズが必要だが、（株）みらい翻訳の機械翻訳はエンジン自体をカスタマイズで

きる数少ない機械翻訳だ。 

 

次に、（株）みらい翻訳の機械翻訳の優秀さを理解し、導入していただいた顧客には、機械翻訳成長のために必要な

翻訳データの蓄積をお手伝いする。 

機械翻訳の成長に必要なのは日・英翻訳であれば、日本文と英文 1 文ずつをマッチングさせた対訳データだが、顧

客が自社のみでこのデータを十分に収集・蓄積することは難しい。 

またこの作業を外部に委託しようと思えばある程度のコストが必要となる。 

そこで、その都度、当社の人手翻訳をご利用いただき、当社が機械翻訳で使用できるように翻訳データを管理・運用

して提供し、顧客はそのデータを使ってエンジンに学習させ機械翻訳の精度を向上させる。 

この循環を構築し、当社と顧客の関係性を一層強固なものとし、当社の顧客内シェアの拡大を図る考えだ。 

 

このように、当社は、単に翻訳の成果物だけではなく、豊富な翻訳データ量と機械翻訳のカスタマイズという他社に

は真似のできない特徴を武器に翻訳業務の効率化を提案するコンサルティング企業への転換を目指す。 

 

Q：「機械翻訳外販の反応はどうですか？」 

A：「機械翻訳導入は翻訳作業の効率化だけでなく『働き方改革』の実現にも有用。手応えを感じている。」 

 

当社の既存顧客や、（株）みらい翻訳の有するネットワークなどを使って、翻訳ニーズの強い企業を中心にアプロー

チしている。 

まだスタートしたばかりなので明確なことは申し上げにくいが、機械翻訳導入による飛躍的な作業効率の向上は、日

本企業が最も取り組まなければならない課題の一つである「働き方改革」にも大きく貢献するものであるため、経営

マネジメント層からも大きな関心を持っていただいている。 

 

Q：「翻訳業界および御社も大きな変化を迎える中、最も必要なリソースはなんでしょうか？また、課題はあります

か？」 

A：「翻訳だけでなく IT や AI の知識が豊富で、言語サービスのプロとして顧客に適切な提案のできる人材が必要だ。

その点で当社のコーディネータは最適な人的資源。彼らの優れた知見を活かして、サービスの高付加価値化を図

る。」 

 

機械翻訳の外販及び翻訳データの管理・運用に対応するには、いわば SIer（システム開発会社）的な提案のできる

人材が必要だ。 

ただ単に翻訳に詳しいだけでは不十分で、ITやAIの知識が豊富で、言語サービスのプロフェッショナルとして顧客に

適切な提案のできる人材でなくてはならない。 

その点で当社のコーディネータは最適な人的資源だ。 

彼らの優れた翻訳の知見と機械翻訳の活用でサービスの高付加価値化を図る。 

 

翻訳業界の変化に対する理解は社内に概ね浸透していると感じている。 

ただ、今までに経験したことの無い大きな変化であるので、より一層理解を深めてもらわなければならず、その理解

や浸透を進めるのが新社長としての私の重要な仕事の一つであると考えている。 

 

Q：「では最後に株主や投資家にメッセージをお願いいたします。」 

A：「業界が大きく変化する中、今後さらにその地位を強固なものとするために新たなビジネスモデルへの転換を図り、

シェア拡大に取り組んでいく。是非とも中長期の視点で、当社の成長を応援していただきたい。」 

 

機械翻訳が台頭しつつある翻訳業界において、同業他社は機械翻訳の売り切りや、人手翻訳から機械翻訳への完

全な転向などを打ち出している。これに対して当社は、機械翻訳はあくまでも道具に過ぎず、重要なのはアウトプット

としての文書や言語のプロフェッショナルとしてのサービスであり、「人が提供する価値」を追求していきたいと考えて
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いる。当社は翻訳業界の変化を好機ととらえ、業界における地位をさらに強固なものとするため、新たなビジネスモ

デルへの転換を図り、翻訳市場におけるシェア拡大に取り組んでいく。是非とも中長期の視点で、当社の成長を応援

していただきたい。 

 

６．今後の注目点 

第三次中期経営計画の数値目標ははほぼ達成し、さらなる高みを目指して「機械翻訳の活用」を主軸とした第四次

中期経営計画がスタートした。 

足元の事業環境が良好な中で、翻訳業界の大変動期を見据えてあえてビジネスモデルの変革に取り組むことが出

来るのも、業界最大手の同社ならではの地力によるものといえるだろう。 

まだスタートしたばかりで不透明な要因も多く、明確な実績が今期、来期で見え始めることは難しいだろうが、進捗状

況については短期、中長期両方の視点からウォッチしていきたい。 

 

 

＜参考：コーポレートガバナンスについて＞ 

◎組織形態、取締役、監査役の構成 

組織形態 監査役会設置会社 

取締役 5名、うち社外 1名 

監査役 3名、うち社外 3名 

 

◎コーポレートガバナンス報告書 

最終更新日：2018年 6月 28日 

 

＜基本的な考え方＞ 

当社ではコーポレート・ガバナンスの重要性を踏まえ、「コンプライアンス重視」を基本的な経営方針のひとつとして

位置付けております。コンプライアンス体制を整備・確立するために、グループ企業行動規範を定め、コンプライアン

ス担当役員を長とした委員会を組織しております。これにより、社内のリスク管理体制の整備に努めるとともに、翻訳

業界のリーディング・カンパニーに求められる社会的責任を果たしていきたいと考えております。 

当社におけるコーポレート・ガバナンスについては、取締役会が経営方針等の最重要事項に関する意思決定機関お

よび監督機関としての機能を担い、3 名の社外監査役から成る監査役会が経営の透明性の向上および監視機関と

しての機能を担っております。また、取締役会の監督機能の一層の強化および適切な意思決定を図ることを目的と

して社外取締役 1名を選任しております。 

 

＜実施状況＞ 

JASDAQ上場企業として、コーポレートガバナンス・コードの基本原則をいずれも遵守している。 

 

 

 

 

 

翻訳センターの適時開示情報の他、レポート発行時にメー

ルでお知らせいたします。 

 

既にご登録済みの方で、登録内容に変更がある場合や 

登録解除の方は、こちらよりご変更ください。 

 

（株）インベストメントブリッジの発行するブリッジレポートや

投資家向け会社説明会の映像情報をつぶやいています。 

 

http://www.bridge-salon.jp/
https://www.bridge-salon.jp/tekiji/alert_mail.php?code=2483
http://www.bridge-salon.jp/tekiji/alert_top.php
https://twitter.com/BridgeSalon
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本レポートは情報提供を目的としたものであり、投資勧誘を意図するものではありません。また、本レポートに記載されている情報及び

見解は当社が公表されたデータに基づいて作成したものです。本レポートに掲載された情報は、当社が信頼できると判断した情報源か

ら入手したものですが、その正確性・完全性を全面的に保証するものではありません。当該情報や見解の正確性、完全性もしくは妥当

性についても保証するものではなく、また責任を負うものではありません。本レポートに関する一切の権利は（株）インベストメントブリッ

ジにあり、本レポートの内容などにつきましては今後予告無く変更される場合があります。投資にあたっての決定は、ご自身の判断でな

されますようお願い申しあげます。                     Copyright(C) 2018  Investment Bridge Co.Ltd.  All Rights 

Reserved. 
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